
 

短期入所療養介護 利用料金表 

 

１．介護保険から受ける基本介護サービス費 

 

 在宅復帰・在宅療養支援等指標（巻末参照）による値 

 20～39・・・基本型 → 人員配置区分（基本型） 

 40～59・・・加算型 → 人員配置区分（基本型） ＋ 在宅復帰･在宅療養支援機能加算（I） 

 60～69・・・在宅強化型 → 人員配置区分（在宅強化型） 

 70～ ・・・超強化型 → 人員配置区分（在宅強化型）＋ 在宅復帰･在宅療養支援機能加算（II） 

  （基本型） 

要介護度 

多床室 

１割負担額 

（自己負担額） 

１日あたり 

従来型個室 

１割負担額 

（自己負担額） 

１日あたり 

要介護１ ８６８円 ７８７円 

要介護２ ９２０円 ８３７円 

要介護３ ９８７円 ９０３円 

要介護４ １，０４２円 ９６０円 

要介護５ １，１００円 １，０１５円 

  （在宅強化型） 

要介護度 

多床室 

１割負担額 

（自己負担額） 

１日あたり 

従来型個室 

１割負担額 

（自己負担額） 

１日あたり 

要介護１ ９４３円 ８５６円 

要介護２ １，０２３円 ９３４円 

要介護３ １，０９１円 １，００２円 

要介護４ １，１５０円 １，０６３円 

要介護５ １，２１４円 １，１２３円 

 

２．その他の介護保険給付費用 

● 夜勤職員配置加算…１日２５円 

夜勤勤務時間帯に職員を手厚く配置した場合に算定 

● サービス提供体制強化加算（Ⅲ）…1 日７円 

看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が 75％以上の場合に算定。 

● 在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ）…１日５４円 

在宅復帰・在宅療養支援等指標（巻末参照）が 40 以上であること。 

地域に貢献する活動を行っていること。 

人員配置区分が基本型を算定していること。 

● 在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ）…１日５４円 

在宅復帰・在宅療養支援等指標（巻末参照）が 70 以上であること。 

地域に貢献する活動を行っていること。 

人員配置区分が在宅強化型を算定していること。 



 

● 総合医学管理加算…1 日２８８円 

   診療方針を定め、治療管理として投薬、検査注射、処置を行い、その記録を診療録に残し、文書にて提出した 

場合 利用中 10 日限度 

● 口腔連強化加算…1 日５３円 

事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て歯科医療機関及び 

介護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、一月に 1 回限り所定単位を加算 

● 送迎加算…片道につき１９３円〔該当者〕 

 入所時及び退所時、ご自宅までの送迎を行った場合に算定。 

● 個別リハビリテーション実施加算…1 日２５１円〔該当者〕 

 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が１日２０分以上個別リハビリテーションを行った場合。 

● 療養食加算…１回９円〔該当者〕 

食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されており、入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養 
量及び内容の食事の提供が行われている場合、１食を１回として１日につき３回を限度として算定。 

 ● 認知症行動・心理症状緊急対応加算…１日２０９円〔該当者〕 

認知症日常生活自立度がⅢ以上であって、認知症行動・心理症状が認められ、在宅生活が困難であると医師が 

判断した方で、利用開始日から起算して７日を上限として算定。 

 ● 若年性認知症利用者受入加算…1 日１２６円〔該当者〕 

当施設でお受け入れした若年性認知症のご利用者ごとに個別の担当者を定めて対応させていただいた場合算定。 

● 緊急時治療加算…１日５３４円〔該当者〕 

ご利用者様の容態が急変した場合、緊急時に所定の処置等を行った場合に算定。 

● 緊急短期入所受入加算…１日９４円〔該当者〕 

利用者の状態や家族の事情等により、介護支援専門員が短期入所療養介護を受ける必要があると認めており 

居宅サービス計画において計画的において計画的に短期入所療養介護を行っていない場合に、開始日から起算 

して７日を限度に算定。 

● 生産性向上推進体制加算…１月１１円 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の 

開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行い、見守 

り機器等のテクノロジーを 1 つ以上導入し、1 年以内ごとに 1 回、業務改善の取組による効果を示すデー 

ターを提供している場合 

● 重度療養管理加算…１日１２６円〔該当者〕 

要介護４又は５であって、別に厚生労働大臣が定める状態である方に対して、医学的管理のもの、短期入所 

療養介護を利用された場合に算定。 

     （注）別に厚生労働大臣が定める状態（イ～リのいずれかに該当する状態） 

イ 常時頻回の客痰吸引を実施している状態 
ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用して
いる状態 

ハ 中心静脈注射を実施している状態 
二 人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な
合併症を有する状態 

ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常
時モニター測定を実施している状態 

へ 膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害 
者障害程度等等級の４級以上であり、スト 
マー処置を実施している状態 

ト 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われてい 
る状態 

チ 褥瘡に対する治療を実施している状態 
リ 気管切開が行われている状態

 

● 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）…所定単位数の３９/１０００ 

● 特定処遇改善加算（Ⅱ）…所定単位数の１７/１０００ 

※ 施設サービス費の利用料は介護保険法規定に基づき、基本１割または（2 割・3 割）を徴収しております。 

※ 地域加算により東大阪市は５級地にて１単位=10.45 円となります。 

 

 



３．介護サービス費以外の諸経費（食事代、滞在費）非課税 

 

食費 滞在費 １日あたり 

朝食 300 円 

昼食 680 円 

（おやつ含む） 

夕食 600 円 

６５０円 

（多床室） 
２，２３０円 

２，１００円 

（従来型個室） 
３，６８０円 

負担限度額区分について 

利用者 

負担段階 
区   分 

 負担限度額(日額・円) １日 

あたり 

月額 

(30 日) 食費 居住(滞在)費 

第一段階 

・市町村民税世帯非課税者であ

る老齢福祉年金受給者 

・被保護者 

・負担限度額が第一段階の基準

を適用すれば、被保護者とな

らない者 

３００ 

個室 ４９０ 790 23,700 

多床室 ０ ３００ 9,000 

第二段階 

・市町村民税世帯非課税者で、

合計所得金額＋課税年金収入

が年８０万円以下の者 

・負担限度額が第二段階の基準

を適用すれば、被保護者とな

らない者 

６００ 

個室 ４９０ 880 26,400 

多床室 ３７０ ７６０ 22,800 

第三段階 

①  

・市町村民税世帯非課税者で、

合計所得金額＋課税年金収入が

年８０万円を超え１２０万円以

下の方 

1,000 

個室 1,310 1,960 58,800 

多床室 ３７０ 1,020 30,600 

第三段階 

②  

・市町村民税世帯非課税者で、

合計所得金額＋課税年金収入

が年１２０万円を超える方 

 

1,300 

個室 1,310 1,960 58,800 

多床室 ３７０ 1,020 30,600 

    

 

その他の料金（税込） 

 特別室代 個室代 二人部屋代 

日額 ８，８００円 ４，４００円 ２，２００円 

◎ 洗濯は原則としてご家族でお願いいたしますが、ご希望の方は相談に応じます。 

 

在宅復帰・在宅療養支援等指標 

下記 A~J の評価項目について、項目に応じた値を足し合わせた値（最高値 90）。 



A.在宅復帰率 

算定日が属する月の前六月間において、退所者のうち、

在宅において介護を受けることとなったもの（当該施設

における入所期間が一月間を超えていた退所者に限る。）

の占める割合 

20：50％を超える場合 

10：50％以下かつ 30％を超える場合 

0：30％以下 

B.ベッド回転率 

三十・四を当該施設の平均在所日数で除して得た数 

20：10％以上 

10：10％未満かつ 5％以上 

0：5％未満 

C.入所前後訪問指導割合 

算定日が属する月の前三月間において、入所者のうち、

入所期間が一月を超えるとも込まれる者の入所予定日前

三十日以内又は入所後七日以内に当該者が退所後生活す

ることが見込まれる居宅を訪問し、退所を目的とした施

設サービス計画の策定及び診療方針の決定（※1）を行っ

た者の占める割合 

10：35％以上 

5：35％未満かつ 15％以上 

0：15％未満 

D.退所前後訪問指導割合 

算定日が属する月の前三月間において、入所者のうち、

入所期間が一月を超えると見込まれる者の退所前三十日

以内又は退所後三十日以内に当該者が退所後生活するこ

とが見込まれる居宅を訪問し、当該者及びその家族等に

対して退所後の療養上の指導を行った者（※2）の占める

割合 

10：35％以上 

5：35％未満かつ 15％以上 

0：15％未満 

E.居宅サービスの実施数 

訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、短

期入所療養介護について、当該施設（当該施設に併設す

る病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院を含

む）における実施数 

5：3 つのサービスを実施 

3：2 種類のサービス（訪問リハ含む）

を実施 

1：いずれか 2 種類のサービスを実施 

 

F.リハ職専門の配置割合 

当該施設において、常勤換算方法で算定したリハビリテ

ーションを担当する理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士の数を入所者の数で除した数に百を乗じた数 

5：5 （PT/OT/ST いずれも配置） 

3：5 以上 

2：3 以上 

G.支援相談員の配置割合 

当該施設において、常勤換算方法で算定した支援相談員

の数を入所者の数で除した数に百を乗じた数 

5：3 以上（社会福祉士配置あり） 

3：3 以上（社会福祉士配置なし） 

1：2 以上 

H.要介護 4 又は 5 の割合 

算定日が属する月の前三月間における入所者のうち、要

介護状態区分が要介護四又は要介護五の者の占める割合 

5：50％以上 

3：50％未満かつ 35％以上 

0：35％未満 

I.喀痰吸引の実施割合 

算定日が属する月の前三月間における入所者のうち、喀

痰吸引が実施された者の占める割合 

5：10％以上 

3：10％未満かつ 5％以上 

0：5％未満 

J.経管栄養の実施割合 

算定日が属する月の前三月間における入所者のうち、経

管栄養が実施された者の占める割合 

5：10％以上 

3：10％未満かつ 5％以上 

0：5％未満 



（※1）退所後にその居宅ではなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者の同意を得て、 

当該社会福祉施設等を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った場合 

を含む。 

（※2）退所後にその居宅ではなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者の同意を得て、 

当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行った場合を含む。 

令和 6 年 4 月１日より適用 

 

医療法人 寿山会 介護老人保健施設 ヴァンベール 


